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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、消費者参加型の共創活動から派生する、社会的価値の可能性につい
て明らかにすることであった。本研究ではまず、Appleの教育者に特化したユーザーコミュニティを対象に調査
を実施し、企業とリードユーザーの共創により、教育を変革するイノベーションが行われていること、また参加
者であるリードユーザーらが他者とのつながりという価値を享受していることをを明らかにした。
さらに、一般的な消費者（性別、年齢、居住地域を日本の人口分布比率と同率にした1,000人のサンプル）と、
自身のスキルを活かしてC to Cビジネスに参画する者の比較調査を行い、後者の持続的幸福度が有意に高いこと
を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research aimed to demonstrate how to increase social welfare through 
co-creation activities among firms and consumers. First, I examined how Apple achieves innovations 
to change the education through co-creation with their lead users and found that the participants 
take the advantages to connect with other members. 
Furthermore, I compared the C to C business participants who utilize their own knowledge and skills 
with ordinary people and found that the former group showed significantly higher level of 
well-being. The results showed that co-creation activities increase social welfare in addition to 
economical value.

研究分野：マーケティング

キーワード： 価値共創　ユーザーイノベーション　C to Cビジネス　リードユーザー　社会的価値　ブランド体験価
値

  ２版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究を通して、個人が共創活動に参画することで、社会にも（e.g.教育の変革）、個人にも(e.g.他者とのつ
ながり）、企業にも有用な価値が生み出されていることが明らかになった。。これは企業が共創活動に取り組む
意義を明確に提示するものである。
コロナ禍において、個人がそれぞれのスキルを活かして、社会に貢献する事例には枚挙にいとまがなく、この動
きは今後も加速するものと考えられる。このような活動が、社会に価値をもたらすと同時に、当事者の幸福度を
も高めることが示唆されたことは、意義のある発見であるといえよう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
 企業活動に消費者が参加し、共に価値を生み出していく価値共創の概念（Prahalad and 
Ramaswamy, 2000）は、多くの企業で取り入れられつつある。オープンイノベーションを提唱
した Chesbrough (2011)は、企業と顧客が体験を共創することで差別化を実現し、持続可能なビ
ジネスモデルが生まれることを主張している。また、ユーザーイノベーションの研究においては、
企業や消費者に便益をもたらすだけでなく、ユーザーイノベーターが余暇など労働時間以外の
時間を使って経済的な価値を生み出すという観点から、その社会的な有用性が論じられてきた
（Raasch and von Hippel, 2015など）。いずれの研究においても、消費者がもはや価値を消費
するだけの存在ではなく、価値創造の重要な担い手であることが論じられており、消費者との共
創活動は、多くの企業にとって課題となりつつある。それを実現することの優位点として、先行
研究では、主に共創プラットフォームに参加する企業、もしくはその運営企業が享受する、経済
的価値に焦点が当てられてきた。これに対して本研究では、共創活動に参加する消費者の享受す
る、社会的価値に着目することにした。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、消費者参加型の共創活動から派生する、社会的価値の可能性について明らか
にすることであった。先行研究においては、主に共創プラットフォームに参加する企業、もしく
はその運営企業が享受する、経済的価値を中心に議論されてきた。これに対して本研究では、共
創に参加する消費者が享受するベネフィットに目を向けて、共創活動がもたらす社会的価値に
ついて考察することにした。本研究を通じて、共創活動のさらなる発展に寄与し、社会全体とし
ての効用の増大を目指した。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は以下の 2つの調査から成る。 
(1) Apple のユーザーコミュニティの事例研究 
(2) C to C ビジネス参加者を対象にした定量的調査 
  
 (1)では、Apple が 1994 年から運営する、教育者に特化したユーザーコミュニティ(Apple 
Distinguished Educator Program)を対象に調査を実施した。本コミュニティには、世界 45 カ国
から 2,447 人（2020 年時点）の革新的な教育者が集まり、イノベーションを実施している。本
研究では、参加者のモチベーションおよび共創活動のアウトプットに焦点を当てて、コミュニテ
ィメンバーへのインタビュー(n=17)と、アンケート調査（n=61）を実施した。 
 (2)では、C to C ビジネス参加者が得る便益（特に社会的価値）に焦点を当てて、調査を実施
した。具体的には自身のスキルを活かして作品を販売する、ハンドメイド作家（n=185）と、一
般的な消費者（性別、年齢、居住地域を日本の人口分布比率と同率にした 1,000 人のサンプル）
の比較調査を行った。社会的価値を測定する尺度には、ポジティブ心理学で提唱されるウェルビ
ーイング (Seligman, 2011)の概念を用いた。ウェルビーイングは、持続的幸福の増大を目指
すものであり、ポジティブ感情（Positive emotion）・エンゲージメント(Engagement)・他
者との関係性(Relationship)・人生の意味・意義（Meaning）・達成感（Achievement）とい
う５つの要素（PERMA）から成る(Seligman, 2011)。この持続的幸福度は測定することが
可能であり、本調査では Butler & Kern（2016）が開発した、15項目から成る PERMAの
尺度を用いた。 
 
４．研究成果 
(1) Apple の共創コミュニティでイノベーションが持続する理由 
 Apple Distinguished Educator Program の事例研究を通じて、Apple ではリードユーザーを
組織化して、メンバー間の交流を促すことで、イノベーションを創発しているという構図が浮か
び上がってきた（図１）。リードユーザーとは、①市場の最先端にいて強いニーズを持つ ②その
ニーズが満たされれば高い効用を得られるため、イノベーションを起こすという特徴を持ち合
わせる（von Hippel, 1986, 2005）。そして、コミュニティの自走性に委ねるだけでなく、Apple 
も深く関与し、両者による価値共創を実現していた。 
 この「リードユーザーの交流の場としてのコミュニティ」が、参加者への有効なインセンティ
ブであることが示唆された。ADE のコミュニティでは、メンバー同士が、互いのつながりに大き
く動機づけられており、双方向的にアイデアを共有することで、フィードバックやインスピレー
ションを得て、自分自身の教育内容へと還元していた。つまり、リードユーザーがコミュニティ
に参加することで、自らの能力を向上させて、さらなるイノベーションを誘発するという構図が
浮かび上がってきた。 
 Apple は、「教育を革新する」という理念の元、時に自ら教育現場に出向いてリードユーザー



を見出し、集結させることで、各メンバーの参加や貢献を動機づけるのに、十分な魅力を兼ね備
えたコミュニティを構築していた。メンバーらは、既に所属する教育機関や地域では中心的な存
在であることが多く、同じ教育分野でのつながりを持ち合わせている。だが、異なる分野（例え
ば、大学と特別支援学校など）、さらに海外の教育者と交流する機会は希少である。Apple とい
うグローバル企業ならではのネットワークを提供することが、コミュニティメンバーに対する
重要なインセンティブとして機能していた。Apple にとっては、ADE が、Apple が創業時から掲
げてきた「教育の革新」という理念の最終的な実行者である点が重要な意味を持つ。というのも、
最終的に Apple が直接教育を行うわけではないため、その理念を実現してくれる優れたパート
ナーの存在が必要不可欠だからである。ADE のコミュニティでは、企業・ユーザーの双方が互い
を補足し、「教育の質の向上」という価値共創を実現していた。 
 仮に Apple が自社の経済的価値の拡大を目的としていたなら、ADE の全面的な協力を得るこ
とは難しいであろう。価値共創の目的が社会的意義を有するものであるゆえに、持続的な共創関
係が構築できていることが示された。 
 本調査を通じて、他者とのつながりが社会的な価値を創出し、さらにそれがブランド体験価値
を向上させているのではないかということが示唆された。本研究ではこれに着目し、ブランド体
験価値の向上と顧客のブランドへの貢献についても定量的に調査を実施した。その結果、両者に
正の関係性があることが明らかになった。これは企業が共創活動に取り組む意義を明確に提示
するものであるといえよう。 
 
（２）C to C ビジネスへの参画がもたらす社会的価値 
 C to C ビジネス参加者（ハンドメイド作家）と、一般的な消費者の比較調査からは、後者の
持続的幸福度が有意に高いことを明らかになった。前者のサンプルの 98.4% (n=182)は女性（22-
60 歳）であった。したがって、一般消費者のサンプルから 60 歳以下の女性のデータを抽出し
（n=359）、PERMA の比較を行った。結果は図 2に示す通りである。 
 

 

図 1 ADE のコミュニティにおける価値共創の実現までのプロセス 

図 2 ハンドメイド作家と一般消費者の PERMA比較 



 
 ハンドメイド作家が創作活動に充てる時間は、76.8%が余暇の時間から捻出しており、労働時
間と回答した者は 7.0%であった。販売を始めたきっかけとして、34.5%が「お小遣い稼ぎ」とい
う金銭的なモチベーションを挙げる一方で、残りの 65.5% は「自分の作品を誰かに使ってもら
いたい」（23.3%）、腕試し（14.3%）など、非金銭的なモチベーションを挙げた。さらに売上金額
の大きさなどと PERMA の関連性を確認したところ、いずれも有意な関連性は確認されなかった。
つまり、C to C ビジネスに参画していること自体が、持続的幸福度に正の影響を与えているこ
とが示唆される結果となった。 
 
 本研究を通して、個人が共創活動に参画することで、社会にも（e.g.教育の変革）、個人にも、
企業にも有用な価値が生み出されていることが明らかになった。コロナ禍において、個人がそれ
ぞれのスキルを活かして、社会に貢献する事例には枚挙にいとまがなく、この動きは今後も加速
するものと考えられる。このような活動が、社会に価値をもたらすと同時に、当事者の幸福度を
も高めることが示唆されたことは、意義のある発見であるといえよう。 
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